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令 和 ８ 年 度 阿 久 根 市 一 般 会 計 予 算 

 

 令和８年度阿久根市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ15,230,000千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

 （地方債） 

第２条 地方自治法（昭和22年法律第67号）第230条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方

法、利率及び償還の方法は、「第２表 地方債」による。 

 （一時借入金） 

第３条 地方自治法第235条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、1,000,000千円と定める。 

 （歳出予算の流用） 

第４条 地方自治法第220条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと

定める。 

 ⑴ 各項に計上した給料、職員手当及び共済費（会計年度任用職員に係る共済費を除く。）に係る予算額に過不足を生じた場合にお

ける同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

 

  令和８年２月20日提出 

 

阿久根市長  西 平 良 将    
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第 ２ 表   地 方 債 

 

（単位：千円） 

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利   率 償 還 の 方 法 

肥薩おれんじ鉄道経営安定化支援事業 5,200 
証書借入又 

は証券発行 

年利5.0％以内。ただし、利

率見直し方式で借り入れる

場合について、利率の見直

しを行った後においては、

当該見直し後の利率とす

る。 

政府資金についてはその融資条件により、

銀行その他の場合にはその債権者との協定

によるものとする。ただし、市財政の都合

により据置期間及び償還期限を短縮し、又

は繰上償還若しくは低利に借換えすること

ができる。 

み な み 保 育 園 改 修 事 業 3,000 〃 〃 〃 

「 食 」 の 自 立 支 援 事 業 21,200 〃 〃 〃 

災 害 援 護 資 金 貸 付 金 3,500 〃 〃 〃 

小 型 合 併 処 理 浄 化 槽 設 置 事 業 15,600 〃 〃 〃 

生 ご み 堆 肥 化 事 業 24,000 〃 〃 〃 

葬 斎 場 長 寿 命 化 改 修 事 業 28,500 〃 〃 〃 

保 健 セ ン タ ー 改 修 事 業 6,200 〃 〃 〃 

県 営 農 地 整 備 事 業 10,000 〃 〃 〃 

農 村 地 域 防 災 減 災 事 業 5,200 〃 〃 〃 
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（単位：千円） 

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利   率 償 還 の 方 法 

高 松 ダ ム 緊 急 浚 渫 事 業 1,500 
証書借入又 

は証券発行 

年利5.0％以内。ただし、利

率見直し方式で借り入れる

場合について、利率の見直

しを行った後においては、

当該見直し後の利率とす

る。 

政府資金についてはその融資条件により、

銀行その他の場合にはその債権者との協定

によるものとする。ただし、市財政の都合

により据置期間及び償還期限を短縮し、又

は繰上償還若しくは低利に借換えすること

ができる。 

か ご し ま の 農 業 未 来 創 造 支 援 事 業 3,000 〃 〃 〃 

農 業 用 排 水 路 緊 急 浚 渫 推 進 事 業 4,000 〃 〃 〃 

林 業 施 設 整 備 事 業 3,900 〃 〃 〃 

水 産 業 活 性 化 事 業 12,000 〃 〃 〃 

漁 港 整 備 事 業 52,400 〃 〃 〃 

種 子 島 周 辺 漁 業 対 策 事 業 7,300 〃 〃 〃 

創 業 支 援 事 業 7,000 〃 〃 〃 

市 道 新 設 改 良 事 業 49,700 〃 〃 〃 

市 道 改 修 事 業 85,600 〃 〃 〃 

橋 り ょ う 改 修 事 業 75,000 〃 〃 〃 
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（単位：千円） 

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利   率 償 還 の 方 法 

地 方 道 等 整 備 事 業 6,300 
証書借入又 

は証券発行 

年利5.0％以内。ただし、利

率見直し方式で借り入れる

場合について、利率の見直

しを行った後においては、

当該見直し後の利率とす

る。 

政府資金についてはその融資条件により、

銀行その他の場合にはその債権者との協定

によるものとする。ただし、市財政の都合

により据置期間及び償還期限を短縮し、又

は繰上償還若しくは低利に借換えすること

ができる。 

河 川 改 修 事 業 8,000 〃 〃 〃 

県 単 急 傾 斜 地 崩 壊 対 策 事 業 7,500 〃 〃 〃 

県 営 急 傾 斜 地 崩 壊 対 策 事 業 4,500 〃 〃 〃 

緊 急 浚 渫 推 進 事 業 8,500 〃 〃 〃 

砂 防 メ ン テ ナ ン ス 事 業 2,700 〃 〃 〃 

黒 之 浜 港 改 修 事 業 2,400 〃 〃 〃 

高 之 口 港 改 修 事 業 40,000 〃 〃 〃 

港 湾 施 設 改 修 事 業 1,900 〃 〃 〃 

公 園 施 設 長 寿 命 化 対 策 支 援 事 業 1,000 〃 〃 〃 

公 園 施 設 改 修 事 業 2,900 〃 〃 〃 
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（単位：千円） 

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利   率 償 還 の 方 法 

公 園 施 設 整 備 事 業 22,400 
証書借入又 

は証券発行 

年利5.0％以内。ただし、

利率見直し方式で借り入れ

る場合について、利率の見

直しを行った後において

は、当該見直し後の利率と

する。 

政府資金についてはその融資条件により、

銀行その他の場合にはその債権者との協定

によるものとする。ただし、市財政の都合

により据置期間及び償還期限を短縮し、又

は繰上償還若しくは低利に借換えすること

ができる。 

公 営 住 宅 改 修 事 業 89,200 〃 〃 〃 

公 営 住 宅 解 体 事 業 10,200 〃 〃 〃 

消 防 分 団 整 備 事 業 13,200 〃 〃 〃 

小 学 校 校 舎 等 改 修 事 業 78,600 〃 〃 〃 

小学校屋内運動場非構造部材落下防止対策

事業 
18,600 〃 〃 〃 

小学校校舎バリアフリー化整備事業 16,700 〃 〃 〃 

中 学 校 校 舎 等 改 修 事 業 50,400 〃 〃 〃 

中学校校舎バリアフリー化整備事業 5,000 〃 〃 〃 

図 書 館 建 設 事 業 200,000 〃 〃 〃 

武 道 館 改 修 事 業 155,300 〃 〃 〃 
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（単位：千円） 

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利   率 償 還 の 方 法 

給 食 セ ン タ ー 施 設 等 整 備 事 業 25,900 
証書借入又 

は証券発行 

年利5.0％以内。ただし、

利率見直し方式で借り入れ

る場合について、利率の見

直しを行った後において

は、当該見直し後の利率と

する。 

政府資金についてはその融資条件により、

銀行その他の場合にはその債権者との協定

によるものとする。ただし、市財政の都合

により据置期間及び償還期限を短縮し、又

は繰上償還若しくは低利に借換えすること

ができる。 

現年発生補助土木施設災害復旧事業 6,000 〃 〃 〃 

合        計 1,201,000    
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給 与 費 明 細 書 

 

 １ 特 別 職 
 

区 分 

 

 

職 員 数 

 

(人) 

給 与 費  

 

共 済 費 

 

(千円) 

 

 

合 計 

 

(千円) 

備 考 

 

報 酬 

 

(千円) 

 

給 料 

 

(千円) 

期 末 手 当 

(千円) 

年間支給率 

(月分) 

 

調 整 手 当 

 

(千円) 

 

そ の 他 の 

手 当 

(千円) 

 

計 

 

(千円) 

本 年 度 

長 等 4 － 31,860 
10,409 

(3.50) 
－ 8,921 51,190 7,703 58,893  

議 員 14 52,977 － 
17,763 

(3.50) 
－ － 70,740 13,791 84,531  

その他の 

特 別 職 
530 63,330 － － － － 63,330 － 63,330  

計 548 116,307 31,860 28,172 － 8,921 185,260 21,494 206,754  

前 年 度 

長 等 4 － 31,860 
10,260 

(3.45) 
－ 8,921 51,041 8,766 59,807  

議 員 14 52,977 － 
17,255 

(3.45) 
－ － 70,232 13,927 84,159  

その他の 

特 別 職 
531 62,344 － － － － 62,344 － 62,344  

計 549 115,321 31,860 27,515 － 8,921 183,617 22,693 206,310  

比 較 

長 等 0 － 0 
149 

(0.05) 
－ 0 149 △ 1,063 △ 914  

議 員 0 0 － 
508 

(0.05) 
－ － 508 △ 136 372  

その他の 

特 別 職 
△ 1 986 － － － － 986 － 986  

計 △ 1 986 0 657 － 0 1,643 △ 1,199 444  
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 ２ 一 般 職  
 
  ⑴ 総 括 
 

区 分 

 

職 員 数 

(人) 

給 与 費  

共 済 費 

(千円) 

 

合 計 

(千円) 
備 考 

報 酬(千円) 給 料(千円) 職員手当(千円)   計 (千円) 

本 年 度 
(178) 

205  
405,669 765,839 621,157 1,792,665 337,165 2,129,830  

前 年 度 
(171) 

201  
363,456 723,730 579,173 1,666,359 321,959 1,988,318  

比 較 
(7) 

4  
42,213 42,109 41,984 126,306 15,206 141,512  

※（ ）内は、一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比べて短い職員の人数を計上 

 

職 

員 

手 

当 

の 

内 

訳 

区 分 

扶養手当 

 

(千円) 

住居手当 

 

(千円) 

通勤手当 

 

(千円) 

時間外 

勤務手当 

(千円) 

期末勤勉手当 

 

(千円) 

特殊勤務 

手当 

 (千円) 

本年度 22,821 18,507 9,247 48,371 427,675 33 

前年度 20,331 18,324 8,763 50,468 392,614 33 

比 較 2,490 183 484 △ 2,097 35,061 0 

区 分 

管理職 

手当 

(千円) 

調整額 

 

(千円) 

単身赴任 

手当 

(千円) 

管理職員 

特別勤務 

手当 

(千円) 

総合事務 

組合負担金 

(退職手当分) 

             (千円) 

本年度 8,880 201 1,440 240 83,742 

前年度 8,880 238 1,080 240 78,202 

比 較 0 △ 37 360 0 5,540 
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ア 会計年度任用職員以外の職員 
 

区 分 

 

職 員 数 

(人) 

給 与 費  

共 済 費 

(千円) 

 

合 計 

(千円) 
備 考 

報 酬(千円) 給 料(千円) 職員手当(千円)   計 (千円) 

本 年 度 196 － 738,209 495,303 1,233,512 231,189 1,464,701  

前 年 度 190 － 691,314 465,273 1,156,587 222,088 1,378,675  

比 較 6 － 46,895 30,030 76,925 9,101 86,026  

 

 

職 

員 

手 

当 

の 

内 

訳 

区 分 

扶養手当 

 

(千円) 

住居手当 

 

(千円) 

通勤手当 

 

(千円) 

時間外 

勤務手当 

(千円) 

期末勤勉手当 

 

(千円) 

特殊勤務 

手当 

(千円) 

本年度 22,821 18,507 8,307 48,321 304,678 33 

前年度 20,331 18,324 7,564 50,399 282,369 33 

比 較 2,490 183 743 △ 2,078 22,309 0 

区 分 

管理職 

手当 

(千円) 

調整額 

 

(千円) 

単身赴任 

手当 

(千円) 

管理職員 

特別勤務 

手当 

(千円) 

総合事務 

組合負担金 

(退職手当分) 

             (千円) 

本年度 8,880 201 1,440 240 81,875 

前年度 8,880 238 1,080 240 75,815 

比 較 0 △ 37 360 0 6,060 
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イ 会計年度任用職員 

区 分 

 

職 員 数 

(人) 

給 与 費  

共 済 費 

(千円) 

 

合 計 

(千円) 
備 考 

報 酬(千円) 給 料(千円) 職員手当(千円)   計 (千円) 

本 年 度 
(178) 

9  
405,669 27,630 125,854 559,153 105,976 665,129  

前 年 度 
(171) 

11  
363,456 32,416 113,900 509,772 99,871 609,643  

比 較 
(7) 

△ 2  
42,213 △ 4,786 11,954 49,381 6,105 55,486  

 ※（ ）内は、一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比べて短い職員の人数を計上 

  

 

 

職 員 

手 当 の 

内 訳 

区 分 

期末勤勉手当 

 

     

           (千円) 

通勤手当 

 

     

          (千円) 

時間外 

勤務手当 

     

      (千円) 

総合事務 

組合負担金 

(退職手当分) 

           (千円) 

本年度 122,997 940 50 1,867 

前年度 110,245 1,199 69 2,387 

比 較 12,752 △ 259 △ 19 △ 520 
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  ⑵ 給料及び職員手当の増減額の明細 

 

区 分 

 

増 減 額 

(千円) 

 

増 減 事 由 別 内 訳 

(千円) 

 

説       明 

 

 

備            考 

 

給 料 42,109 給与改定に伴う増減

分 

24,932  

 

 

昇給に伴う増加分 10,881   

その他の増減分 6,296 職員の新陳代謝等  

職員手当 41,984 その他の増減分 41,984 扶養手当 

住居手当 

通勤手当 

時間外勤務手当 

期末勤勉手当 

調整額 

単身赴任手当 

総合事務組合負担金 

2,490千円 

183千円 

484千円 

△ 2,097千円 

35,061千円 

△ 37千円 

360千円 

5,540千円 
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  ⑶ 給料及び職員手当の状況 
 
   ア 職員１人当たり給与 
 

区              分 一 般 行 政 職 

８年１月１日現在 

平 均 給 料 月 額（円） 317,254 

平 均 給 与 月 額（円） 350,131 

平 均 年 齢（歳） 40.9 

７年１月１日現在 

平 均 給 料 月 額（円） 298,333 

平 均 給 与 月 額（円） 327,990 

平 均 年 齢（歳） 41.7 

 

 

 

 

   イ 初任給 
 

区     分 

 

一 般 行 政 職 

(円) 

国 の 制 度 

一 般 行 政 職 

(円) 

高  校  卒 200,300 200,300 

大  学  卒 225,600 232,000 
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   ウ 級別職員数 
 

区     分 
一   般   行   政   職 

級 職 員 数 (人) 構 成 比 (％) 

８年１月１日現在 

７   級 0 0.0 

６   級 20 10.6 

５   級 25 13.2 

４   級 49 25.9 

３   級 39 20.7 

２   級 28 14.8 

１   級 28 14.8 

計 189 100   

７年１月１日現在 

７   級 0 0.0 

６   級 21 10.8 

５   級 27 13.9 

４   級 49 25.1 

３   級 40 20.5 

２   級 32 16.4 

１   級 26 13.3 

計 195 100   
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（級別の基準となる職務） 
 

区   分 １ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級 ５ 級 ６ 級 ７ 級 

一 般 行 政 職 

１ 主事補又は

技師補の職務 

２ 主事又は技

師の職務 

 高度の知識又

は経験を必要と

する業務を行う

主事又は技師の

職務 

 主任の職務 １ 係長の職務 

２ 園長の職務 

３ 主査の職務 

４ 参事補の職

務 

１ 課長補佐、

所長補佐又は

室長補佐の職

務 

２ 次長の職務 

３ 主幹の職務 

１ 課長の職務 

２  局長、室

長、所長又は

館長の職務 

３ 参事の職務 

 政策監の職務 
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   エ 昇給 
 

区          分 一 般 行 政 職 

本 
 
 

 
 

年 
 
 

 
 

度 

職 員 数 (A)  （人） 196 

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B)  （人） 162 

号 給 数 別 内 訳 

  １号給 （人） 0 

  ２号給 （人） 0 

  ３号給 （人） 14 

  ４号給 （人） 148 

比 率 (B)／(A)  （％） 82.7 

前 
 
 

 
 

年 
 
 

 
 

度 

職 員 数 (A)  （人） 190 

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B)  （人） 163 

号 給 数 別 内 訳 

  １号給 （人） 0 

  ２号給 （人） 0 

  ３号給 （人） 18 

  ４号給 （人） 145 

比 率 (B)／(A)  （％） 85.8 
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   オ 期末手当・勤勉手当 
 

区     分 
支 給 期 別 支 給 率 

支給率計（月分） 
職制上の段階、職務の 

級等による加算措置 
備   考 

６月（月分） 12月（月分） 

本  年  度 2.325 2.325 4.65 有  

前  年  度 2.300 2.300 4.60 有  

国 の 制 度 2.325 2.325 4.65 有  

 

 

 

 

   カ 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当 
 

区   分 
20年勤続の者 

（月分） 

25年勤続の者 

（月分） 

35年勤続の者 

（月分） 

最 高 限 度 

（月分） 

そ の 他 の 

加 算 措 置 等 
備   考 

支 給 率 等 24.586875 33.270750 47.709000 47.709000 

定年前早期退職特

例措置 

(２％～20％加算) 

一般職の職員の退職手当に

関する条例（昭和58年鹿児

島県町村職員退職手当組合

条例第２号）による 

国 の 制 度 

（支給率等） 
24.586875 33.270750 47.709000 47.709000 

定年前早期退職特

例措置 

(３％～45％加算) 
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   キ 特殊勤務手当 
 

区      分 一 般 行 政 職 

給料総額に対する比率  (％) 0.00 

支給対象職員の比率  (％) 

 （８年１月１日現在） 
－ 

代表的な特殊勤務手当の名称 

家畜伝染病防疫作業手当、 

感染症等防疫作業手当、病

虫害防除作業手当 

 

 

 

 

   ク その他の手当 
 

区     分 国の制度との異同 差 異 の 内 容 

扶 養 手 当 同  

住 居 手 当 同  

通 勤 手 当 異 距離の区分が異なる 
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債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額 

又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書 

 

（単位：千円） 

事   項 限 度 額 

前年度末までの 

支出（見込）額 

当該年度以降の 

支 出 予 定 額 

左  の  財  源  内  訳 

特   定   財   源 
一般財源 

期  間 金 額 期  間 金 額 国県支出金 地 方 債 そ の 他 

農業近代化資金利子補

給 

阿久根市農業近代化

資金利子補給補助金

交付規則の規定によ

る額 

昭和41年度から 

令和７年度まで 
116,604 

農業近代化資金

融通法の存続す

る期間まで 

限度額に同

じ 
0 0 0 全 額 

漁業近代化資金利子補

給 

阿久根市漁業近代化

資金利子補給補助金

交付規則の規定によ

る額 

昭和53年度から 

令和７年度まで 
12,442 

阿久根市漁業近

代化資金利子補

給補助金交付規

則の存続する期

間まで 

限度額に同

じ 
0 0 0 全 額 

中小企業振興資金利子

補給 

阿久根市中小企業振

興資金利子補助金交

付要綱の規定による

額 

平成５年度から 

令和７年度まで 
163,306 

阿久根市中小企

業振興資金利子

補助金交付要綱

の存続する期間

まで 

限度額に同

じ 
0 0 0 全 額 

大家畜経営活性化資金

利子補給 

阿久根市大家畜経営

活性化資金利子補給

補助金交付要領の規

定による額 

平成６年度から 

令和７年度まで 
2,497 

阿久根市大家畜

経営活性化資金

利子補給補助金

交付要領の存続

する期間まで 

限度額に同

じ 
0 0 0 全 額 
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（単位：千円） 

事   項 限 度 額 

前年度末までの 

支出（見込）額 

当該年度以降の 

支 出 予 定 額 

左  の  財  源  内  訳 

特   定   財   源 
一般財源 

期  間 金 額 期  間 金 額 国県支出金 地 方 債 そ の 他 

農業経営基盤強化資金

利子助成 

阿久根市農業経営基

盤強化資金利子助成

金交付要綱の規定に

よる額 

平成11年度から 

令和７年度まで 
12,107 

鹿児島県農業経

営基盤強化資金

利子助成補助金

交付要綱に基づ

き交付決定を受

けた貸付額の返

済の完了する日

まで 

限度額に同

じ 

鹿児島県農

業経営基盤

強化資金利

子助成補助

金交付要綱

による 

0 0 
県支出金を

除いた額 

中小企業災害復旧資金

利子補助金 

阿久根市中小企業災

害復旧資金利子補助

金交付要綱の規定に

よる額 

平成19年度から 

令和７年度まで 
3,026 

鹿児島県中小企

業災害復旧資金

利子補助金交付

要綱の存続する

期間まで 

限度額に同

じ 

鹿児島県中

小企業災害

復旧資金利

子補助金交

付要綱によ

る 

0 0 
県支出金を

除いた額 

家畜飼料特別支援資金

利子補給 

阿久根市大家畜経営

資金利子補給補助金

交付規程の規定によ

る額 

平成21年度から 

令和７年度まで 
6,418 

阿久根市大家畜

経営資金利子補

給補助金交付規

程の存続する期

間まで 

限度額に同

じ 
0 0 0 全 額 

大家畜緊急支援資金 

阿久根市大家畜経営

資金利子補給補助金

交付規程の規定によ

る額 

平成25年度から 

令和７年度まで 
604 

阿久根市大家畜

経営資金利子補

給補助金交付規

程の規定に基づ

き交付決定を受

けた貸付額の返

済が完了する日

まで 

限度額に同

じ 
0 0 0 全 額 
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（単位：千円） 

事   項 限 度 額 

前年度末までの 

支出（見込）額 

当該年度以降の 

支 出 予 定 額 

左  の  財  源  内  訳 

特   定   財   源 
一般財源 

期  間 金 額 期  間 金 額 国県支出金 地 方 債 そ の 他 

ふるさとチョイスふる

さと納税サイト利用料 

ふるさと納税支援サ

ービス利用契約書の

規定による額 

令和４年度から 

令和７年度まで 
73,323 

ふるさと納税支

援サービス利用

契約書の存続す

る期間まで 

限度額に同

じ 
0 0 0 全 額 

楽天ふるさと納税サイ

ト利用料 

特別出店に関する覚

書の規定による額 

令和４年度から 

令和７年度まで 
82,165 

特別出店に関す

る覚書の存続す

る期間まで 

限度額に同

じ 
0 0 0 全 額 

ふるなびふるさと納税

サイト利用料 

ふるさと納税専門サ

イト「ふるなび」利

用契約書の規定によ

る額 

令和４年度から 

令和７年度まで 
22,077 

ふるさと納税専

門サイト「ふる

なび」利用契約

書の存続する期

間まで 

限度額に同

じ 
0 0 0 全 額 

ａｕＰＡＹふるさと納

税サイト利用料 

ふるさと納税寄附受

付サイト「ａｕＰＡ

Ｙ ふるさと納税」

利用契約書の規定に

よる額 

令和４年度から 

令和７年度まで 
5,754 

ふるさと納税寄

附受付サイト

「ａｕＰＡＹ 

ふるさと納税」

利用契約書の存

続する期間まで 

限度額に同

じ 
0 0 0 全 額 

番所丘公園の指定管理

委託料 
96,500 

令和４年度から 

令和７年度まで 
77,000 令和８年度 19,500 9,000 0 0 10,500 

証明書交付センター運

営負担金 

証明書等自動交付サ

ービス契約約款に規

定される額 

令和４年度から 

令和７年度まで 
8,875 

証明書等自動交

付サービス契約

約款の存続する

期間まで 

限度額に同

じ 
0 0 0 全 額 

証明書等自動交付サー

ビス手数料 

証明書等自動交付サ

ービス契約約款に規

定される額 

令和４年度から 

令和７年度まで 
734 

証明書等自動交

付サービス契約

約款の存続する

期間まで 

限度額に同

じ 
0 0 0 全 額 
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 （単位：千円） 

事   項 限 度 額 

前年度末までの 

支出（見込）額 

当該年度以降の 

支 出 予 定 額 

左  の  財  源  内  訳 

特   定   財   源 
一般財源 

期  間 金 額 期  間 金 額 国県支出金 地 方 債 そ の 他 

多面的機能支払交付金

（農地維持支払交付

金）令和４年度協定分 

3,226 
令和５年度から 

令和７年度まで 
2,419 令和８年度 807 605 0 0 202 

多面的機能支払交付金

（資源向上支払交付金 

共同活動）令和４年度

協定分 

1,414 
令和５年度から 

令和７年度まで 
1,060 令和８年度 354 265 0 0 89 

キャッシュレス決済取

扱手数料 

サービス提供事業者

との間で取り交わす

契約書に規定される

額 

令和５年度から 

令和７年度まで 
9 

サービス提供事

業者との間で取

り交わす契約の

存続する期間ま

で 

限度額に同

じ 
0 0 0 全 額 

ＪＡＬふるさと納税サ

イト利用料 

ふるさと納税サイト

「ＪＡＬふるさと納

税サイト」利用契約

書に規定される額 

令和４年度から 

令和７年度まで 
5,009 

ふるさと納税サ

イト「ＪＡＬふ

るさと納税サイ

ト」利用契約の

存続する期間ま

で 

限度額に同

じ  
0 0 0 全 額 

ＡＮＡのふるさと納税

サイト利用料 

ＡＮＡのふるさと納

税利用規約に規定さ

れる額 

令和４年度から 

令和７年度まで 
2,102 

ＡＮＡのふるさ

と納税利用規約

の存続する期間

まで 

限度額に同

じ 
0 0 0 全 額 

ふるさとプレミアムふ

るさと納税サイト利用

料 

ふるさと納税支援サ

ービス契約書に規定

される額 

令和４年度から 

令和７年度まで 
4,061 

ふるさと納税支

援サービス契約

の存続する期間

まで 

限度額に同

じ 
0 0 0 全 額 
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（単位：千円） 

事   項 限 度 額 

前年度末までの 

支出（見込）額 

当該年度以降の 

支 出 予 定 額 

左  の  財  源  内  訳 

特   定   財   源 
一般財源 

期  間 金 額 期  間 金 額 国県支出金 地 方 債 そ の 他 

セゾンのふるさと納税

サイト利用料 

セゾンふるさと納税

サイト掲載規約に規

定される額 

令和４年度から 

令和７年度まで 
2,416 

セゾンふるさと

納税サイト掲載

規約の存続する

期間まで 

限度額に同

じ 
0 0 0 全 額 

戸籍総合システム機器

保守委託料 
210 

令和５年度から 

令和７年度まで 
123 

令和８年度から 

令和９年度まで 
82 0 0 0 82 

マイナンバーカード等

券面印刷システム保守

業務委託料 

290 
令和５年度から 

令和７年度まで 
212 令和８年度 71 71 0 0 0 

メンタルヘルス業務委

託料 
5,610 

令和６年度から 

令和７年度まで 
3,696 令和８年度 1,848 0 0 0 1,848 

マイナビふるさと納税

サイト利用料 

マイナビふるさと納

税利用契約書に規定

される額 

令和６年度から 

令和７年度まで 
1,616 

マイナビふるさ

と納税利用契約

の存続する期間 

限度額に同

じ 
0 0 0 全 額 

ＪＲＥＭＡＬＬふるさ

と納税サイト利用料 

ＪＲＥＭＡＬＬシス

テム利用に係る覚書

に規定される額 

令和６年度から 

令和７年度まで 
1,198 

ＪＲＥＭＡＬＬ

システム利用に

係る覚書の存続

する期間 

限度額に同

じ 
0 0 0 全 額 

イオンのふるさと納税

サイト利用料 

イオンフィナンシャ

ルサービスふるさと

納税専門サイト利用

規約に規定される額 

令和６年度から 

令和７年度まで 
1,073 

イオンフィナン

シャルサービス

ふるさと納税専

門サイト利用規

約の存続する期

間 

限度額に同

じ 
0 0 0 全 額 
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（単位：千円） 

事   項 限 度 額 

前年度末までの 

支出（見込）額 

当該年度以降の 

支 出 予 定 額 

左  の  財  源  内  訳 

特   定   財   源 
一般財源 

期  間 金 額 期  間 金 額 国県支出金 地 方 債 そ の 他 

ＥＣにおける特産品販

売促進支援業務サービ

ス利用料 

ＥＣにおける特産品

販売促進支援業務に

関する覚書に規定さ

れる額 

令和６年度から 

令和７年度まで 
55,896 

ＥＣにおける特

産品販売促進支

援業務に関する

覚書の存続する

期間 

限度額に同

じ 
0 0 0 全 額 

阿久根大島公園の指定

管理委託料 
87,500 

令和６年度から 

令和７年度まで 
35,000 

令和８年度から 

令和10年度まで 
52,500 0 0 0 52,500 

にぎわい交流館阿久根

駅の指定管理委託料 
67,000 

令和６年度から 

令和７年度まで 
26,800 

令和８年度から 

令和10年度まで 
40,200 0 0 0 40,200 

市立図書館及び郷土資

料館の指定管理委託料 
142,260 

令和６年度から 

令和７年度まで 
56,999 

令和８年度から 

令和10年度まで 
85,236 54,000 0 0 31,236 

第２阿久根学童クラブ

施設賃借料 
6,740 

令和６年度から 

令和７年度まで 
4,488 令和８年度 2,244 0 0 0 2,244 

多面的機能支払交付金

（農地維持支払交付

金）令和６年度協定分 

2,140 
令和６年度から 

令和７年度まで 
1,067 

令和８年度から 

令和10年度まで 
1,073 804 0 0 269 

多面的機能支払交付金

（資源向上支払交付金 

共同活動）令和６年度

協定分 

1,700 
令和６年度から 

令和７年度まで 
849 

令和８年度から 

令和10年度まで 
851 638 0 0 213 

子ども発達支援センタ

ーこじかの指定管理料 
181,500 令和７年度 60,500 

令和８年度から 

令和９年度まで 
121,000 0 0 50,000 71,000 
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（単位：千円） 

事   項 限 度 額 

前年度末までの 

支出（見込）額 

当該年度以降の 

支 出 予 定 額 

左  の  財  源  内  訳 

特   定   財   源 
一般財源 

期  間 金 額 期  間 金 額 国県支出金 地 方 債 そ の 他 

自治体基盤クラウドシ

ステムデータ連携サー

ビス利用料 

自治体基盤クラウド

システムデータ連携

サービス利用契約約

款に規定される額 

令和７年度 660 

自治体基盤クラ

ウドシステムデ

ータ連携サービ

ス利用契約の存

続する期間 

限度額に同

じ 
0 0 0 全 額 

多面的機能支払交付金

（農地維持支払交付

金）令和６年度協定追

加分 

240 令和７年度 120 
令和８年度から 

令和９年度まで 
120 90 0 0 30 

多面的機能支払交付金

（資源向上支払交付金

共同活動）令和６年度

協定追加分 

150 令和７年度 72 
令和８年度から 

令和９年度まで 
78 58 0 0 20 

多面的機能支払交付金

（資源向上支払交付金

施設の長寿命化）令和

６年度協定追加分 

360 令和７年度 176 
令和８年度から 

令和９年度まで 
184 138 0 0 46 

Ａｍａｚｏｎふるさと

納税サイト利用料 

Ａｍａｚｏｎふるさ

と納税サービス利用

規約に規定される額 

令和７年度 1,448 

Ａｍａｚｏｎふ

るさと納税サー

ビス利用規約の

存続する期間 

限度額に同

じ 
0 0 0 全 額 

ココふるふるさと納税

サイト利用料 

ココふるサービス利

用契約に規定される

額 

令和７年度 28 

ココふるサービ

ス利用契約の存

続する期間 

限度額に同

じ 
0 0 0 全 額 

さとふるふるさと納税

サイト利用料 

さとふるふるさと納

税契約に規定される

額 

令和７年度 6,017 

さとふるふるさ

と納税契約の存

続する期間 

限度額に同

じ 
0 0 0 全 額 
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（単位：千円） 

事   項 限 度 額 

前年度末までの 

支出（見込）額 

当該年度以降の 

支 出 予 定 額 

左  の  財  源  内  訳 

特   定   財   源 
一般財源 

期  間 金 額 期  間 金 額 国県支出金 地 方 債 そ の 他 

中山間地域等直接支払

交付金（第６期対策） 
30,410 － － 

令和８年度から 

令和11年度まで 
30,410 22,800 0 0 7,610 

多面的機能支払交付金

（農地維持支払交付

金）令和７年度協定分 

28,650 － － 
令和８年度から 

令和11年度まで 
28,650 21,480 0 0 7,170 

多面的機能支払交付金

（資源向上支払交付金 

共同活動）令和７年度

協定分 

16,640 － － 
令和８年度から 

令和11年度まで 
16,640 12,470 0 0 4,170 

多面的機能支払交付金

（資源向上支払交付金 

施設の長寿命化）令和

７年度協定分 

22,260 － － 
令和８年度から 

令和11年度まで 
22,260 16,690 0 0 5,570 

新阿久根市立図書館建

設事業 
925,000 － － 

令和８年度から 

令和９年度まで 
925,000 110,000 200,000 615,000 0 

市火葬場の指定管理料 114,840 － － 
令和８年度から 

令和12年度まで 
114,840 0 0 0 114,840 

学校給食センター学校

給食業務委託料 
170,000 － － 

令和８年度から 

令和10年度まで 
170,000 0 0 0 170,000 

地域おこし協力隊公用

車カーシェアリング 

カーシェアリングサ

ービスに関する契約

書に規定される額 

－ － 

カーシェアリン

グサービスに関

する契約の存続

する期間 

限度額に同

じ 
0 0 0 全 額 

 

－166－



地方債の前前年度末における現在高並びに前年度末及び 

当該年度末における現在高の見込みに関する調書 

（単位：千円） 

区    分 
前 前 年 度 末 

現 在 高 

前 年 度 末 

現 在 高 見 込 額 

当 該 年 度 中 増 減 見 込 み 
当 該 年 度 末 

現 在 高 見 込 額 当 該 年 度 中 

起 債 見 込 額 

当 該 年 度 中 

元 金 償 還 見 込 額 

１ 普 通 債 7,981,361 8,186,740 1,195,000 895,648 8,486,092 

 ⑴ 総 務 546,515 479,400 5,200 69,746 414,854 

   う ち 庁 舎 20,908 18,304  2,607 15,697 

 ⑵ 民 生 158,876 148,159 27,700 27,170 148,689 

 ⑶ 衛 生 2,001,260 1,853,858 74,300 220,092 1,708,066 

 ⑷ 農 林 水 産 954,579 1,029,522 99,300 109,666 1,019,156 

   う ち 公 有 林 66,828 59,021  7,422 51,599 

 ⑸ 商 工 96,320 98,544 7,000 5,503 100,041 

 ⑹ 土 木 2,655,250 2,723,569 417,800 280,952 2,860,417 

   うち公営住宅 701,041 662,176 99,400 55,860 705,716 

 ⑺ 消 防 413,137 353,254 13,200 70,123 296,331 

 ⑻ 教 育 1,155,424 1,500,434 550,500 112,396 1,938,538 

２ 災 害 復 旧 債 188,802 182,975 6,000 22,457 166,518 

 ⑴ 総 務      
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（単位：千円） 

区    分 
前 前 年 度 末 

現 在 高 

前 年 度 末 

現 在 高 見 込 額 

当 該 年 度 中 増 減 見 込 み 
当 該 年 度 末 

現 在 高 見 込 額 当 該 年 度 中 

起 債 見 込 額 

当 該 年 度 中 

元 金 償 還 見 込 額 

 ⑵ 民 生      

 ⑶ 衛 生 701 602  100 502 

 ⑷ 農 林 水 産 28,229 26,834  3,892 22,942 

 ⑸ 商 工 375 187  187 0 

 ⑹ 土 木 158,647 154,927 6,000 17,853 143,074 

 ⑺ 消 防      

 ⑻ 教 育 850 425  425  

３ そ の 他 2,918,976 2,585,743  314,187 2,271,556 

 ⑴ 臨時財政特例債等 4,462 3,367  1,116 2,251 

 ⑵ 減 税 補 塡 債 3,201 953  953  

 ⑶ 減 収 補 塡 債 40,435 37,919  2,517 35,402 

 ⑷ 借 換 債      

 ⑸ 臨時財政対策債 2,870,878 2,543,504  309,601 2,233,903 

合       計 11,089,139 10,955,458 1,201,000 1,232,292 10,924,166 
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